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184．シルバー人材センター就労状況

年　　　度

職　　　種

件 人 人 千円

平成22年度(2010) 4,223 1,980 183,171 776,703

　　23　　(2011) 4,253 1,768 199,627 850,243

　　24　　(2012) 4,375 1,748 195,118 828,514

　　25　　(2013) 4,077 1,760 195,685 834,836

　　26　　(2014) 4,015 1,812 195,842 876,005

資料：公益社団法人吹田市シルバー人材センター

185．後期高齢者医療被保険者状況及び保険料収納状況

被保険者数 保険料収納状況（現年分） 保険料収納状況（滞納繰越分）

（年度末現在） 調定額 収納額 収納率 調定額 収納額 収納率

人 千円 千円 ％ 千円 千円 ％

平成22年度(2010) 30,766 2,949,745 2,921,360 99.0 53,301 13,161 24.7

    23    (2011) 32,309 3,076,122 3,047,972 99.1 55,866 13,203 23.6

    24    (2012) 33,849 3,432,952 3,398,764 99.0 54,063 12,043 22.3

    25    (2013) 34,948 3,521,615 3,486,370 99.0 59,667 16,896 28.3

    26   (2014) 36,421 3,657,515 3,623,193 99.1 62,363 16,818 27.0

資料：国民健康保険室

186．国民健康保険加入状況

各年度末現在

世 帯 被　　保　　険　　者

加入世帯数 加入率 被保険者数 加入率

世帯 ％ 人 ％

平成22年度(2010) 50,741 32.5 87,242 24.8

(2,610) (1.7) (5,595) (1.6)

　　23　　(2011) 50,752 32.2 86,626 24.5

(2,545) (1.6) (5,495) (1.6)

　　24　　(2012) 50,292 31.5 85,084 23.8

(2,269) (1.4) (4,780) (1.3)

　　25　　(2013) 49,852 30.8 83,676 23.2

(1,947) (1.2) (3,975) (1.1)

　　26　　(2014) 49,395 30.1 81,814 22.5

(1,630) (1.0) (3,290) (0.9)

　注：（　）内は、昭和59年(1984年)10月１日から施行された退職者

　　　 医療制度の数値（再掲）です。

資料：国民健康保険室

年　　　　　　度

契　　約
件　　数

就　業　延
人　員

契　約
額

年　　　　度

会員数
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187．国民健康保険給付件数

保　　　　　　　　　　　　　　険

年　　　　度 総　　　数 総　　　数     療　　　　 　養　　　      の

(Ａ)＋(Ｂ) 入　　　院入　院　外歯　　　科 薬剤支給

件

平成22年度(2010) 1,483,001 1,417,059 17,809 738,599 182,378 396,617
(102,096) (1,309) (52,887) (14,487) (28,050)

　　23　　(2011) 1,508,922 1,438,627 18,056 741,399 185,147 411,884
(108,099) (1,336) (55,666) (15,249) (30,305)

　　24　　(2012) 1,513,775 1,443,539 17,580 740,099 185,646 421,330
(99,539) (1,134) (50,922) (14,072) (28,511)

　　25　　(2013) 1,513,735 1,441,399 17,626 735,778 185,986 425,151
(86,049) (994) (43,559) (12,084) (24,873)

　　26　　(2014) 1,514,501 1,440,057 17,179 731,373 189,318 426,544
(73,153) (867) (36,604) (10,542) (21,280)

　 　3）食事療養費の件数は、計（Ａ）及び総数には含まれません。

　 　2）（　）内は、昭和59年(1984年)10月１日から施行された退職者医療制度の数値（
　　　　再掲）です。

 注：1）保険給付件数は、国民健康保険事業状況報告書（事業年報）Ｃ表・Ｆ表によりま
        す。
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         給　　　　　　　　　　　　付 そ の 他 の 保 険 給 付

給　　　　　      　　付 療養費等

食事療養費 訪問看護療養費 計（Ａ） （Ｂ）

16,905 1,849 1,337,252 79,807 37,253 46 357 424 27,862
(1,255) (84) (96,817) (5,297) (1,655) (－)

17,192 2,180 1,358,666 79,961 39,668 45 356 451 29,775
(1,284) (111) (102,667) (5,432) (1,874) (－)

16,762 2,291 1,366,946 76,593 38,033 33 348 480 31,342
(1,074) (123) (94,762) (4,777) (1,579) (1)

16,775 2,494 1,367,035 74,364 38,706 34 315 457 32,824
(947) (128) (81,638) (4,411) (1,582) (－)

16,374 2,805 1,367,219 72,838 39,837 55 307 374 33,871
(825) (127) (69,420) (3,733) (1,383) (1)

資料：国民健康保険室

出産育
児給付

精神・結
核医療給
付

葬祭給付

高　額
療療費

高額介
護合算
療養費
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188．国民健康保険給付額及び保険料収納状況

保 　　　　険

　　　　　　　　　　　療　　　　　　　　　　　　　　　　　養　　　　　　　　　　　　　　　　　　

年　度

入　　院 入 院 外 歯　　科 薬剤支給

千円

平成22年 28,394,358 9,640,375 10,098,551 2,540,582 4,660,578 470,343 112,622 27,523,051 871,307

(2010) (2,305,731) (877,118) (796,534) (195,462) (342,974) (33,580) (6,097) (2,251,765) (53,967)

23 29,513,946 10,028,549 10,453,153 2,589,965 4,996,127 473,577 126,068 28,667,439 846,507

(2011) (2,298,805) (789,724) (820,507) (203,464) (391,273) (30,979) (7,909) (2,243,856) (54,949)

24 29,052,716 9,841,884 10,295,356 2,536,073 5,018,209 459,633 134,418 28,285,573 767,143

(2012) (2,019,024) (642,644) (763,050) (185,351) (350,307) (25,389) (6,960) (1,973,701) (45,323)

25 29,384,143 9,984,101 10,341,498 2,524,583 5,195,393 462,015 158,201 28,665,791 718,352

(2013) (1,801,713) (586,857) (668,554) (159,907) (313,730) (24,280) (6,103) (1,759,431) (42,282)

26 29,353,237 9,834,292 10,376,761 2,568,679 5,231,571 444,481 187,706 28,643,490 709,747

(2014) (1,617,327) (561,533) (567,572) (140,964) (286,719) (20,433) (5,393) (1,582,614) (34,713)

　注：1）保険給付状況、保険料収納状況は、国民健康保険事業状況報告書（事業年報）

　　　 　Ｂ表(１)・Ｃ表・Ｅ表(１)・Ｆ表によります。

　　　2）（　）内は、昭和59年(1984年)10月１日から施行された退職者医療制度の数値

　　　　 （再掲）です。

189．国民年金適用及び給付状況

適　　　　　　　　　　　　用

第　１　号　被　保　険　者

　注：1）第１号被保険者とは、自営業・自由業を営む方及びその家族であり、第３号被保険

　    2）遺族給付に旧寡婦年金は含まれていません。

療養費
等費用
額
（Ｂ）

食　事
療養費

訪　問
看　護
療養費

         者とは、厚生年金・共済年金加入者の被扶養配偶者です。

25
(2013)
26

(2014)

総　　数 強制加入
総　　数

23
(2011)

平成22年度
(2010)

任 意 加 入

1,211

年　　度

人

82,237 47,671 46,341 1,330

総   額
(Ａ)+(Ｂ)

計
（Ａ）

療　　　養　　　の　　　給　　　付　　　費　　　用　　　額

24
(2012)

1,09081,279

80,780

47,297

47,376 46,286

46,086

46,803 45,839 964

81,292

80,097 46,198 45,337 861
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　付 保険料収納状況（現年度分）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　費 その他の保険給付

調定額 収 納 額 収納率

％

20,720,629 6,182,557 1,491,173 2,245,711 962 148,715 12,720 35,495 7,810,887 6,838,413 87.6

(1,612,496) (625,573) (67,662) (236,242) (－) (674,250) (643,953) (95.5)

21,564,493 6,413,549 1,535,904 2,446,385 1,090 148,834 13,530 39,061 7,987,363 7,022,889 87.9

(1,609,281) (622,608) (66,916) (220,579) (－) (716,691) (687,089) (95.9)

21,252,160 6,266,340 1,534,217 2,415,404 696 144,377 14,400 41,474 8,332,994 7,385,920 88.6

(1,411,800) (546,091) (61,134) (183,872) (55) (679,014) (652,807) (96.1)

21,507,433 6,369,723 1,506,987 2,624,477 445 133,355 13,710 43,962 8,629,243 7,608,664 88.2

(1,260,057) (480,475) (61,181) (175,132) (－) (622,740) (595,248) (95.6)

21,511,474 6,372,830 1,468,933 2,521,809 1,022 127,944 11,220 45,158 8,576,106 7,573,278 88.3

(1,131,053) (437,621) (48,654) (168,965) (38) (522,473) (499,732) (95.6)

資料：国民健康保険室

給 付

資料：国民年金課

療養保険
者負担分 一部負

担金

高  額
療養費

諸費費用額負担区分

出産
育児
給付

他法
負担分

第３号被保険者 総　　数

34,566

件

66,430

葬祭
給付

 精
神･
結核
医療
給付

障がい給付 遺 族 給 付

高額介
護合算
療養費

老 齢 給 付

33,903 73,005 68,559

64,695 3,76433,995 69,064

3,851 595

33,977 76,577 72,024 5693,984

79,816 75,187 4,080 54933,899

60662,184 3,640

605
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190．交通災害共済制度加入・給付状況

加　　　　入　　　　者　　　　数

共済加入金

総　　　数 一　　　般 保護世帯 加　入　率 総　　　額

人 ％ 円

平成22年度(2010) 56,227 48,849 4,228 3,150 16.0 25,481,500

　  23　　(2011) 54,831 47,554 3,967 3,310 15.5 24,768,750

　  24　　(2012) 55,399 47,892 3,977 3,530 15.5 24,940,250

　  25　　(2013) 53,402 46,212 3,606 3,584 14.8 24,007,500

　  26　　(2014) 51,889 44,938 3,478 3,473 14.3 23,338,500

　注：加入者数及び共済加入金総額は、各年度末現在の数値です。

191．火災等共済制度加入・給付状況

共済加入金

総　　　数  1　　　口  2　　　口 加　入　率 総　　　額 総　　数

人 ％                      円　　　　        　件

平成22年度(2010) 21,623 9,356 12,267 13.8 15,924,500 4

　　23　 (2011) 21,259 9,370 11,889 13.5 15,503,000 5

　　24　 (2012) 21,640 9,529 12,111 13.6 15,701,500 14

　　25　 (2013) 21,194 9,308 11,886 13.1 15,359,000 18

　　26　 (2014) 20,700 9,302 11,398 12.6 14,864,500 8

年　　　度

年　　　　度

加　　　入　　　世　　　帯　　　数

中　学　生
以　　　下
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給　　　　　　付　　　　　　件　　　　　　数

1等級 2等級 3等級 4等級 5等級 6等級

総　　数 （要治療6 （要治療3 （要治療1 （要治療1 （要治療1

（死 亡） か月以上） か月以上） か月以上） 週間以上） 週間未満）

件 円

413 － 64 91 105 153 － 25,885,000

412 1 58 74 97 182 － 24,620,000

388 1 65 67 90 165 － 24,680,000

409 2 65 88 102 152 － 28,055,000

402 2 67 77 109 147 － 27,620,000

資料：市民自治推進室

給　　　　　　　　付　　　　　　　　件　　　　　　　　数

1等級 2等級 3等級 4等級 5等級 死亡弔慰金

円

1 － － － 2 － 1 2,452,000

－ － 1 － 3 1 － 592,000

2 － 1 1 2 1 7 4,639,000

3 － － 2 2 － 11 4,404,000

4 － － － 4 － － 7,038,000

資料：市民自治推進室

給付額

給付額浸水被害
見舞金
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192．勤労者福祉共済制度加入状況

各年度末現在 

年　　　　度 事業所数 被共済者数

所 人

平成22年度(2010) 211 2,188

　　23　　(2011) 202 2,141

　　24　　(2012) 200 2,159

　　25　　(2013) 202 2,148

　　26　　(2014) 202 2,250

資料：地域経済振興室

193．一般職業紹介業務状況

年　　　　度 有効求職者数 新規求職者数   紹 介 件 数　 　 就 職 件 数

人 件 　　　　　　　

平成22年度(2010)
171,632 38,874 99,934 9,317

　  23　　(2011)
158,417 34,501 86,976 9,758

　  24　　(2012)
151,113 31,871 76,756 9,573

　  25　　(2013) 134,068 27,406 61,689 8,748

　  26　　(2014) 123,952 25,975 54,184 8,020

　注：1）淀川公共職業安定所管内（大阪市淀川区・東淀川区・吹田市）の数値です。

　　　2）就職率は対新規求職者数、充足率は対新規求人数によるものです。
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194．雇用保険給付状況

初回受給者数 受給者実人員 支　給　金　額

件　　　　　　　　　 人 　　　　　　　　 千円

13,456 10,871 4,095 6,532,208

12,770 9,837 3,586 5,729,340

12,651 9,625 3,526 5,638,310

11,912 8,900 3,212 5,088,465

11,403 8,140 2,872 4,544,621

　注：1）淀川公共職業安定所管内（大阪市淀川区・ 資料：淀川公共職業安定所

　　　　　東淀川区・吹田市）の数値です。

　　　2）受給者実人員は、月平均の数値です。

有 効 求 人 数 新 規 求 人 数 充   足   数
有 効 求 人
倍　　 　率

就   職   率 充   足   率

　　　　　　　人 　　　　　　　倍　　　　　　　％

123,072 48,142 11,750 0.72 24.0 24.4

145,510 55,077 12,888 0.92 28.3 23.4

175,339 65,190 12,319 1.16 30.0 18.9

204,737 74,078 12,582 1.53 31.9 17.0

200,022 71,882 11,593 1.61 30.9 16.1

資料：淀川公共職業安定所

平成22年度(2010)

  　23　　(2011)

受　給　資　格
決　定　件　数

  　26　　(2014)

  　24　　(2012)

  　25　　(2013)

年　　　　度
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調査産業
計

建設業 製造業

電気・ガ
ス ・熱
供給 ・
水道業

情報通信
業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

実　質 実　質 実　質 実　質 実　質 実　質 実　　質

平成22年平均(2010) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　23　　　(2011) 98.8 101.4 102.0 102.9 101.9 104.9 97.6

　　24　　　(2012) 97.0 96.0 102.7 103.0 97.9 105.6 100.3

　　25　　　(2013) 95.1 97.1 100.7 90.1 96.4 107.8 98.4

　　26　　　(2014) 94.1 99.1 98.4 88.9 94.2 105.7 97.3

　　　　 1月 75.9 82.7 77.3 68.9 75.1 92.5 75.3

2 76.2 81.4 76.9 69.9 74.8 92.0 78.8

3 82.0 92.3 79.8 88.4 83.3 96.7 85.8

4 80.1 89.2 80.3 70.9 74.8 94.5 90.8

5 76.3 83.6 75.9 68.4 73.2 90.8 79.3

6 139.4 111.9 132.8 177.0 178.5 147.0 142.6

7 113.1 155.9 150.6 67.6 91.8 114.7 116.3

8 75.2 78.3 74.9 67.7 72.1 91.7 76.7

9 75.1 80.3 74.8 66.9 71.2 85.6 77.6

　　　　10 78.4 76.7 75.9 68.9 71.4 88.7 88.6

　　　　11 77.2 76.5 75.0 66.8 72.8 93.1 86.1

　　　　12 177.9 179.5 205.3 184.7 190.1 179.8 167.3

対　前　年

増　減　率 ％

平成22年平均(2010) 1.1 4.9 4.4 4.5 △ 0.2 3.2 3.5

　　23　　　(2011) △ 1.2 1.4 2.0 2.9 1.9 4.9 △ 2.4

　　24　　　(2012) △ 1.8 △ 5.3 0.7 0.1 △ 3.9 0.7 2.8

　　25　　　(2013) △ 2.0 1.1 △ 1.9 △ 12.5 △ 1.5 2.1 △ 1.9

　　26　　　(2014) △ 1.1 2.1 △ 2.3 △ 1.3 △ 2.3 △ 1.9 △ 1.1

　注：1）対前年増減率は指数により算出しています。　（以下毎月勤労統計調査の指数に

　　　ついては同様です。）

　　　2）30人以上の常用労働者を雇用する事業所の数値です。

年　　　　月

195．産業別労働賃金（現金給与総額）指数（大阪府）
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平成22年(2010年）平均＝100

金融業,
保険業

不動産
業,物品
賃貸業

学術研
究,専
門・技術
サービス
業

宿泊業,
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業，娯楽
業

教育,学
習支援業

医療,福
祉

複合サー
ビス事業

その他の
サービス
業

実　　質 実　　質 実　　質 実　　質 実　　質 実　　質 実　　質 実　　質 実　　質

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

100.4 93.2 96.0 103.5 99.5 96.3 97.1 88.8 99.4

98.3 89.6 91.9 97.5 112.1 84.6 97.0 86.3 99.1

97.1 89.9 91.6 94.6 104.8 82.9 90.7 92.0 100.9

94.2 92.5 92.6 86.5 92.5 91.0 86.5 93.0 102.2

70.2 71.6 72.4 89.1 83.7 64.9 74.6 73.3 88.2

71.4 73.5 74.3 83.7 86.6 68.6 71.1 75.9 86.8

82.6 72.2 79.0 84.3 85.2 87.5 73.6 89.5 89.0

77.5 78.8 77.3 82.3 82.5 73.8 68.9 79.1 90.4

77.1 70.8 83.3 82.4 79.3 68.9 70.4 72.9 86.4

174.1 165.7 140.7 96.0 152.0 144.5 128.9 173.7 142.8

91.4 98.9 122.4 91.0 89.6 102.6 88.7 71.4 109.4

70.2 70.9 73.8 84.0 80.1 67.8 71.7 71.8 88.8

71.5 70.5 76.6 77.1 77.6 73.2 70.4 68.9 90.4

71.5 79.3 77.1 78.5 77.7 74.8 73.6 77.0 93.8

76.2 72.2 73.6 80.8 80.3 73.3 71.0 68.4 87.9

194.1 183.9 159.6 107.9 134.1 191.0 174.5 192.7 171.2

4.3 - - - - 9.9 △ 0.3 Ⅹ -

0.4 △ 6.8 △ 4.0 3.5 △ 0.5 △ 3.7 △ 2.9 △ 11.2 △ 0.6

△ 2.1 △ 3.9 △ 4.3 △ 5.8 12.7 △ 12.1 △ 0.1 △ 2.8 △ 0.3

△ 1.2 0.3 △ 0.3 △ 3.0 △ 6.5 △ 2.0 △ 6.5 6.6 1.8

△ 3.0 2.9 1.1 △ 8.6 △ 11.7 9.8 △ 4.6 1.1 1.3

資料：総務室（大阪府　毎月勤労統計調査地方調査年報）
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196．産業別労働時間指数（大阪府）

調査産業
計

建設業 製造業

電気・ガ
ス ・熱供
給 ・水道
業

情報通信
業

運輸業,郵
便業

卸売業,小
売業

総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働
時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間

平成22年平均(2010) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　23　　　(2011) 99.7 103.4 100.3 99.4 101.6 101.7 99.5

　　24　　　(2012) 99.6 100.2 99.8 102.1 102.2 102.7 100.1

　　25　　　(2013) 98.7 102.4 99.8 101.1 99.5 101.6 100.0

　　26　　　(2014) 99.3 104.6 100.8 100.2 97.3 104.9 99.5

　　　 　 1月 92.8 95.2 91.0 93.5 95.0 98.3 94.3

2 97.4 102.5 102.2 94.6 94.9 99.5 97.5

3 97.4 104.8 99.8 98.8 97.9 102.0 98.8

4 103.1 108.6 105.1 107.1 101.6 105.5 103.1

5 99.0 103.6 97.5 97.5 95.1 109.7 98.9

6 102.2 108.5 104.5 105.2 99.7 106.5 102.6

7 104.0 112.8 105.4 108.1 102.9 108.9 103.5

8 97.6 104.9 95.9 98.1 96.3 102.5 99.5

9 98.5 101.5 100.4 98.8 95.2 105.2 98.6

10 102.1 103.5 102.0 109.9 99.5 109.0 101.1

11 99.2 107.2 105.0 94.3 95.1 103.5 99.2

12 98.3 102.3 100.9 96.0 94.7 108.6 96.9

対　前　年

増　減　率 ％ 

平成22年平均(2010) 1.1 2.1 4.0 0.7 0.0 4.2 △ 0.7

　　23　　　(2011) △ 0.3 3.4 0.3 △ 0.6 1.6 1.7 △ 0.5

　　24　　　(2012) △ 0.1 △ 3.1 △ 0.5 2.7 0.6 1.0 0.6

　　25　　　(2013) △ 0.9 2.2 0.0 △ 1.0 △ 2.6 △ 1.1 △ 0.1

　　26　　　(2014) 0.6 2.1 1.0 △ 0.9 △ 2.2 3.2 △ 0.5

注：30人以上の常用労働者を雇用する事業所の数値です。

　　　年　　　月
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平成22年(2010年）平均＝100

金融業,保
険業

不動産業,
物品賃貸
業

学術研究,
専門・技
術サービ
ス業

宿泊業,飲
食サービ
ス業

生活関連
サービス
業，娯楽
業

教育,学習
支援業

医療,福祉
複合サー
ビス事業

その他の
サービス
業

総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働 総実労働
時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間 時　　間

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

99.2 98.0 97.1 100.2 100.9 100.5 98.5 96.5 100.0

102.2 98.2 103.0 99.6 104.8 104.1 101.5 95.4 98.1

98.9 96.8 101.1 98.1 101.6 99.0 101.9 97.9 97.8

97.3 97.2 98.2 95.0 100.7 101.9 102.7 100.0 98.3

92.3 90.2 94.5 96.3 97.6 94.0 94.7 97.8 93.8

92.1 95.8 96.5 90.7 99.3 96.1 105.6 93.6 95.2

95.8 97.6 98.5 95.3 98.7 104.3 95.2 100.3 95.9

102.4 101.3 104.9 97.8 103.2 112.9 108.5 107.6 99.3

99.5 98.4 99.1 98.1 100.5 104.5 102.1 100.2 96.6

100.6 100.8 96.6 94.6 103.5 106.9 107.0 100.9 99.3

104.3 101.8 104.3 93.7 102.5 109.6 107.7 104.4 102.0

97.6 95.9 93.7 96.5 102.1 85.7 105.4 97.0 97.9

93.8 94.8 96.1 91.8 99.6 102.5 101.2 96.5 99.0

102.0 102.5 104.5 93.2 102.6 111.4 104.1 103.0 102.6

92.9 96.8 95.0 95.8 100.7 98.2 100.6 90.2 98.5

93.9 91.0 95.1 96.1 97.6 97.0 99.9 109.0 99.1

2.5 - - - - 4.7 △ 0.9 Ⅹ -

△ 0.8 △ 2.0 △ 2.9 0.2 1.0 0.5 △ 1.6 △ 3.5 0.0

3.0 0.2 6.1 △ 0.6 3.9 3.6 3.0 △ 1.1 △ 1.9

△ 3.2 △ 1.4 △ 1.8 △ 1.5 △ 3.1 △ 4.9 0.4 2.6 △ 0.3

△ 1.6 0.4 △ 2.9 △ 3.2 △ 0.9 2.9 0.8 2.1 0.5

資料：総務室（大阪府　毎月勤労統計調査地方調査年報）
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197．産業別常用雇用指数（大阪府）

年　　　月
調査産業
計

建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情報通信
業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

平成22年平均(2010) 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　23　　　(2011) 98.9 96.3 97.7 99.4 97.1 100.5 98.6

　　24　　　(2012) 100.0 94.4 103.1 102.5 97.4 101.1 96.4

　　25　　　(2013) 100.5 86.8 103.5 103.6 101.8 101.1 94.0

　　26　　　(2014) 101.9 91.3 103.8 106.1 104.6 109.9 92.1

　　   　1月
100.6 85.7 102.9 104.3 102.9 100.1 91.4

2
100.1 85.1 103.0 104.6 103.0 99.6 91.0

3
99.5 85.3 102.5 104.5 102.5 99.8 90.7

4
101.3 87.0 104.3 106.7 105.0 101.0 92.7

5
102.4 87.0 104.8 106.8 104.6 114.9 92.3

6
102.4 87.3 104.1 105.6 103.8 114.9 92.4

7
102.7 95.6 104.3 106.6 104.3 114.3 92.6

8
102.7 96.4 104.6 107.2 104.6 114.3 92.7

9
102.7 96.2 104.4 107.2 104.9 114.9 92.7

10
102.7 96.3 104.2 107.0 106.6 114.3 92.2

11
103.0 96.6 103.9 106.7 106.7 114.4 92.1

12
102.8 96.6 103.0 106.4 106.5 115.7 91.9

対　前　年

増　減　率 ％ 

平成22年平均(2010) △0.7 △5.4 △4.9 △1.8 △0.7 △0.4 △2.6

　　23　　　(2011) △1.0 △3.8 △2.4 △0.6 △2.8 0.5 △1.4

　　24　　　(2012) 1.1 △2.0 5.5 3.1 0.3 0.6 △2.2

　　25　　　(2013) 0.5 △8.1 0.4 1.1 4.5 0.0 △2.5

　　26　　　(2014) 1.4 5.2 0.3 2.4 2.8 8.7 △2.0

注：30人以上の常用労働者を雇用する事業所の数値です。
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平成22年（2010年）平均＝100 

金融業,
保 険 業

不動産
業,物品
賃貸業

学術研究,
専門・技
術サービ
ス業

宿泊業,
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業,娯楽
業

教育,学
習支援業

医療,福
祉

複合サー
ビス事業

その他の
サービス
業

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

94.3 98.8 100.2 98.5 92.8 102.1 104.8 98.7 99.6

93.2 95.3 101.0 100.0 89.5 107.4 105.8 93.9 97.8

91.6 93.8 96.2 100.7 88.2 110.3 113.4 97.2 98.6

90.7 93.9 92.4 101.2 87.2 109.9 116.4 100.8 101.8

90.7 93.7 94.1 103.5 85.1 110.4 116.9 97.9 101.4

90.0 94.1 94.1 100.0 84.2 108.3 116.4 100.8 101.3

89.4 94.0 93.3 99.9 83.7 103.4 115.0 96.9 102.0

91.6 95.3 92.9 99.3 85.1 112.5 116.4 99.9 101.9

91.7 94.9 93.6 101.3 87.9 110.3 116.2 102.2 100.8

92.0 94.1 93.7 102.6 88.7 109.9 116.4 101.7 101.1

92.4 93.5 92.5 101.1 87.8 110.1 116.4 101.5 102.2

91.8 93.9 92.2 101.4 86.9 109.3 116.6 102.3 101.5

90.2 93.7 91.6 100.5 88.0 110.0 116.4 101.5 101.6

89.8 93.5 91.1 98.0 88.9 111.5 117.0 101.6 102.0

89.6 93.5 89.6 103.2 89.7 112.3 117.6 101.8 102.3

89.7 92.7 90.0 103.5 90.3 110.6 115.9 101.6 103.3

△3.2 - - - - 0.6 7.6 Ⅹ -

△5.7 △1.2 0.2 △1.5 △7.2 2.1 4.8 △1.5 △0.4

△1.2 △3.5 0.8 1.5 △3.6 5.2 1.0 △4.9 △1.8

△1.7 △1.6 △4.8 0.7 △1.5 2.7 7.2 3.5 0.8

△1.0 0.1 △4.0 0.5 △1.1 △0.4 2.6 3.7 3.2

資料：総務室（大阪府　毎月勤労統計調査地方調査年報）
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198．産業別月間入職率及び離職率（大阪府）

年　　　月
調  査
産　業
計

建設業 製造業

電気・ガ
ス・熱供
給・水道
業

情  報
通信業

運輸業,
郵便業

卸売業,
小売業

入　　職　　率 　　　％

平成22年平均(2010) 1.59 0.96 1.14 0.54 1.32 1.27 1.15

　　23　　　(2011) 1.58 0.82 1.03 0.50 1.24 1.64 1.31

　　24　　　(2012) 1.90 1.49 1.43 0.69 1.67 1.64 1.48

　　25　　　(2013) 1.95 1.38 1.15 0.83 1.59 1.47 1.61

　　26　　　(2014) 2.00 2.29 1.12 0.84 1.44 3.00 1.74

  1月 1.39 0.56 1.09 0.04 0.63 1.21 0.96
2 1.33 0.44 1.02 0.35 0.87 1.03 1.00
3 1.50 1.48 0.55 0.13 0.65 1.51 1.46
4 5.46 5.23 3.59 6.65 5.08 3.46 5.81
5 3.06 2.07 1.74 0.23 0.74 15.56 1.29
6 1.54 1.61 0.62 0.29 0.84 1.98 1.35
7 2.20 10.52 0.95 1.02 2.43 2.27 1.83
8 1.44 1.70 1.00 1.08 1.26 1.38 1.34
9 1.45 0.76 0.77 0.21 0.99 1.97 1.71
10 1.95 1.72 1.11 0.01 2.55 1.60 2.21
11 1.48 0.98 0.61 0.00 0.92 1.61 1.08
12 1.25 0.46 0.44 0.06 0.32 2.44 0.79

離　　職　　率 　　　％

平成22年平均(2010) 1.64 1.16 1.21 0.69 1.56 1.44 1.36

　　23　　　(2011) 1.68 1.14 1.19 0.52 1.49 1.47 1.43

　　24　　　(2012) 1.88 1.63 1.43 0.42 1.29 1.60 1.67

　　25　　　(2013) 1.90 2.02 1.20 0.68 1.36 1.57 1.90

　　26　　　(2014) 1.82 1.25 1.03 0.67 1.16 1.71 1.73

  1月 1.51 0.54 1.02 0.12 0.85 0.94 1.61
2 1.87 1.12 0.87 0.03 0.77 1.62 1.43
3 2.05 1.34 0.79 0.24 1.10 1.32 1.73
4 3.65 3.22 1.82 4.51 2.66 2.20 3.66
5 1.96 2.06 1.22 0.21 1.13 1.83 1.73
6 1.50 1.18 0.99 1.35 1.57 1.94 1.18
7 1.90 1.02 1.12 0.14 1.96 2.78 1.62
8 1.49 0.90 0.96 0.48 0.97 1.43 1.19
9 1.51 0.95 0.94 0.20 0.68 1.40 1.78
10 1.71 1.61 1.04 0.21 0.91 2.12 2.73
11 1.35 0.74 0.91 0.23 0.83 1.55 1.14
12 1.39 0.37 0.73 0.36 0.51 1.34 1.00

　 　　　　     　　 　

　　2）30人以上の常用労働者を雇用する事業所の数値です。

月初労働者数
        離職率＝

注：1）入職率＝
月間増加労働者数

×１００
月初労働者数

月間減少労働者数
×１００
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金融業,
保険業

不動産
業,物品
賃貸業

学術研
究,専門･
技術サー
ビス業

宿泊業,
飲食サー
ビス業

生活関連
サービス
業,娯楽
業

教育,学
習支援業

医療,福
祉

複合サー
ビス事業

その他の
サービス
業

1.46 1.72 1.28 3.11 2.10 3.19 2.43 3.85 2.02

1.31 1.45 1.46 2.78 1.47 3.44 2.26 1.84 2.31

2.19 1.43 1.07 3.41 1.73 2.89 2.15 2.38 2.52

1.94 1.66 1.03 3.97 1.63 3.07 2.31 1.98 2.85

1.76 1.48 0.98 4.37 2.53 2.36 1.63 2.15 2.70

1.33 0.92 0.77 4.74 1.05 0.59 0.72 0.14 3.26

0.58 1.28 0.85 3.73 1.46 0.83 1.39 3.03 2.39

1.56 1.13 0.52 3.93 0.97 1.23 1.27 0.20 3.11

6.56 6.14 3.87 6.41 5.74 12.83 6.26 14.12 3.82

1.48 1.30 1.48 5.94 4.36 1.58 1.41 4.06 2.29

1.47 0.80 0.54 4.45 2.61 1.42 1.16 0.25 2.64

2.47 0.95 0.37 3.12 0.86 1.58 1.76 0.00 3.45

1.09 1.45 0.80 3.60 1.05 1.60 1.39 1.02 1.58

0.82 1.43 0.39 3.19 3.02 1.87 0.91 0.82 2.01

1.75 1.02 0.78 5.07 3.45 2.69 1.27 1.08 2.35

1.07 0.70 0.59 4.32 3.74 1.41 1.53 1.04 2.48

0.88 0.67 0.76 3.88 2.10 0.68 0.51 0.00 3.05

1.94 1.59 1.41 3.01 2.40 3.10 1.97 2.13 2.11

1.70 1.67 1.32 3.36 2.27 3.03 2.02 2.64 2.30

2.14 1.85 1.23 3.18 1.62 2.47 2.16 2.31 2.47

2.11 1.58 1.39 3.98 2.08 2.95 1.36 1.57 2.65

1.87 1.59 1.41 4.22 2.08 2.43 1.69 1.83 2.53

1.60 1.22 1.49 3.14 1.61 2.05 0.64 0.26 3.14

1.33 0.78 0.86 7.19 2.50 2.76 1.86 0.04 2.45

2.29 1.29 1.30 3.97 1.51 5.78 2.46 4.10 2.45

4.03 4.71 4.36 7.01 4.07 4.02 5.07 11.04 3.94

1.42 1.79 0.67 3.91 1.11 3.54 1.50 1.71 3.29

1.10 1.60 0.49 3.18 1.72 1.72 1.02 0.80 2.40

2.03 1.62 1.60 4.64 1.82 1.44 1.80 0.20 2.30

1.77 0.94 1.16 3.32 2.06 2.30 1.15 0.18 2.33

2.58 1.68 1.06 4.02 1.78 1.22 1.14 1.59 1.87

2.20 1.24 1.35 3.33 2.41 1.38 0.73 1.02 1.95

1.27 0.75 2.17 3.36 2.85 0.64 1.03 0.76 2.22
0.81 1.46 0.35 3.60 1.52 2.25 1.91 0.23 2.04

資料：総務室（大阪府　毎月勤労統計調査地方調査年報）
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白紙のページです。
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